
蒲郡市農業及び漁業近代化資金利子補給補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、蒲郡市に住所又は所在地を有する農業者等及び漁業者等に対

し、融資機関が行う長期かつ低利の施設資金等の融通を円滑にするため、融資機

関が貸し付けた農業及び漁業近代化資金（以下「近代化資金」という。）に係る利

子に対し補給補助（以下「補助金」という。）を行い、もって農業及び漁業経営の

近代化の促進に資することを目的とする。 

 （法律等の適用） 

第２条 この要綱で定めるもののほか、農業近代化資金融通法（昭和３６年法律第

２０２号）、漁業近代化資金融通法（昭和４４年法律第５２号）、愛知県農業近代

化資金利子補給規則（昭和３７年愛知県規則第１６号）、愛知県漁業近代化資金利

子補給規則（昭和４４年規則第４２号）、及び蒲郡市補助金等交付規則（昭和３８

年蒲郡市規則第１７号）によるものとする。 

（定義） 

第３条 この要綱において、「農業者等」とは、次の各号に掲げる者をいう。 

⑴ 農業（畜産業及び養蚕業を含む。）を営む者 

⑵ 農業協同組合 

⑶ 前２号に掲げる者のほか、これらの者が主たる構成員又は出資者となってい

る団体で農業近代化資金融通法施行令（昭和３６年政令第３４６号）第１条で

定める者 

２ この要綱において「漁業者等」とは、次の各号に掲げる者をいう。 

⑴ 漁業を営む個人 

⑵ 漁業を営む法人（水産業協同組合を除く。）であって、その常時使用する従業

者の数が３００人以下であり、かつ、その使用する漁船（漁船法（昭和２５年

法律第１７８号）第２条第１項に規定する漁船をいう。以下同じ。）の合計総ト

ン数が３０００トン以下であるもの 

⑶ 水産加工業を営む個人 

⑷ 水産加工業を営む法人（水産業協同組合を除く。）であってその常時使用する

従事者の数が３００人以下であるもの又はその資本金の額若しくは出資の総額

が１億円以下であるもの 



⑸ 漁業協同組合 

３ この要綱において「融資機関」とは、次の各号に掲げる者をいう。 

⑴ 農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）第１０条第１項第１号の事業

を行う農業協同組合 

⑵ 水産業協同組合法（昭和２３年法律第２４２号）第１１条第１項第３号の事

業を行う漁業協同組合 

⑶ 水産業協同組合法第８７条第１項第３号及び第４号の事業を併せ行う漁業協

同組合連合会 

⑷ 愛知県信用農業協同組合連合会 

⑸ 全国共済農業協同組合連合会 

⑹ 農林中央金庫 

⑺ 愛知県内に本店又は支店のある銀行及び信用金庫 

（近代化資金及び補助金） 

第４条 近代化資金の種類、償還期限、据置期間及び利率は、愛知県農業近代化資

金利子補給規則第４条及び愛知県漁業近代化資金利子補給規則第４条に定めると

おりとし、当該近代化資金については、愛知県知事から利子補給の承認があった

ものについて予算の範囲内で補助金を交付する。ただし、補助事業に係る補助残

融資については、補助金を交付しないものとする。 

 （補助率及び機関） 

第５条 補助率及び期間は、別表のとおりとする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 利子補給補助金は、融資機関が農業者等及び漁業者等から委任を受けて、

交付申請するものとし、融資機関は、蒲郡市農業及び漁業近代化資金利子補給補

助金交付申請書（第１号様式）に、利子補給補助金計算書（第２号様式）又は融

資機関が通常使用している所定の様式をこの補助金を受けようとする年度の１月

１６日までに市長に提出しなければならない。ただし、継続して補助金交付の申

請をするものについては、委任状の添付を省略することができる。 

（補助金の決定及び通知） 

第７条 市長は、前項の申請書を受理したときはその内容を審査し、適当と認めた

ときは補助金の交付の決定をし、速やかにその内容を融資機関に通知するものと

する。 



（補助金の変更交付申請） 

第８条 融資機関は、前条の交付決定の内容に著しい変更が生じた場合は、変更交

付申請書（第３号様式）に変更後の利子補給補助金計算書を添えて速やかに提出

しなければならない。 

（実績報告） 

第９条 融資機関は、この補助金を受けようとする年度の１月３１日までに実績報

告書（第４号様式）を市長に提出しなければならない。 

（補助金の確定及び通知） 

第１０条 市長は、報告書を受理したときはその内容を審査し、適当と認めたとき

は補助金の確定をし、その内容を融資機関に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１１条 融資機関は、利子補給補助金の確定後に請求書を市長に提出するものと

する。 

２ 市長は、前項の請求書により利子補給補助金を融資機関に交付する。 

（補助金振込の報告） 

第１２条 融資機関は、補助金の交付を受けたときは、２週間以内に当該農業者等

及び漁業者等の指定する口座へ振り込み、振込完了報告書（第５号様式）を市長

に提出しなければならない。 

（補助金の計算方法） 

第１３条 補助金の額は、１月１日から１２月３１日までの期間における近代化資

金の種類ごとに、その期間中の毎日の貸付最高残高を合算した額を３６５日で除

して得た額に、第５条に規定する補助率を乗じて得た額とする。 

２ 前項の補助金の額となる毎日の貸付最高残高には、当該近代化資金の償還期限

を経過した未償還額を含まないのもとする。 

（交付決定の取り消し及び補助金の返還） 

第１４条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金交付の決定の全

部若しくは一部を取り消し、又は補助金の全部若しくは一部を返還させることが

できる。 

⑴ 近代化資金の貸付を受けた農業者等及び漁業者等が、当該近代化資金をその

目的以外の目的に使用したとき、又は無資格者となったとき。 

⑵ 融資機関が、愛知県知事の利子補給の承認を受けた日から２月以内に、当該



近代化資金を農業者等及び漁業者に貸し付けず、又はその承認を受けた近代化

資金の貸付要件に違反して貸し付けたとき。 

⑶ 融資機関が、申請書等に偽りの記載をして補助金の交付を受けたとき。 

（報告及び調査） 

第１５条 市長は、補助金に関し必要があるときは融資機関に対し報告を求め、又

は融資機関の帳簿、書類その他必要な物件を調査することができる。 

（補助金見込額の報告） 

第１６条 融資機関は、毎年補助金見込額を１０月３１日までに利子補給補助金計

算書により報告する。 

（委任） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、昭和５５年１２月１日から施行する。 

２ 蒲郡市農業近代化資金利子補給要綱（昭和３９年１１月１日施行）及び蒲郡市

漁業近代化資金利子補給要綱（昭和４４年１０月２２日施行）は、廃止する。 

３ この要綱施行の際、現に手続き中のものについては、なお従前の例による。 

４ この要綱は、昭和５７年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１５年４月１８日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１６年１月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年３月２日から施行する。 



別表（第５条関係） 

 

 

利 子 補 給 率 及 び 期 間 

 

 

農業近代化資金 

資金の種類 補 助 率 期間 備考 

１号資金から 

 

７号資金まで 

 

年１．０％以内 

ただし、末端金利が２．０％以内の場合は、

その１／２以内とする 

 

４年  

※ 末端金利とは、基準金利から県の行う利子補給率及び農山漁村振興基金利子助

成率（農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１２条第１項に規

定する農業改善計画に即して農業経営の発展を図るのに必要な農業近代化資金を

借り受ける認定農業者に対する農山漁村振興基金からの利子助成）を除いたもの

をいう。 

 

 

漁業近代化資金 

資金の種類 補 助 率 期間 備考 

１号資金から 

 

７号資金まで 

 

年１．０％以内 

ただし、末端金利が２．０％以内の場合は、

その１／２以内とする 

 

４年  

※ 末端金利とは、基準金利から県の行う利子補給率を除いたものをいう。 


